






























事業
年度

自 令和8年4月1日 法人コード A012798

至 令和9年3月31日 法人名
公益財団法人静岡県生活衛
生営業指導センター

役員等名簿

１．評議員（公益財団法人の場合のみ）

フリガナ（姓/名） 氏名（姓/名）
常勤
非常勤 13 13

カワスミ
シンイチロ
ウ

川澄 真一郎 非常勤 1 1

ハセガワ ヒサシ 長谷川 久志 非常勤 1 1

アマガタ ゲンタロウ 天方 元太郎 非常勤 1 1

オオイシ
ゼンイチロ
ウ

大石 善一郎 非常勤 1 1

スズキ ハルヒサ 鈴木 晴久 非常勤 1 1

オヤマ ユキハル 小山 幸春 非常勤 1 1

ムラカミ ノブヒコ 村上 信彦 非常勤 1 1

タニグチ マサエ 谷口 まさゑ 非常勤 1 1

シオカワ シズオ 塩川 静夫 非常勤 1 1

ワタナベ マサトシ 渡邉 正敏 非常勤 1 1

ナゴヤ ヒロユキ 名古屋 浩之 非常勤 1 1

エンジョウ
ジ

アケミ 円城寺 明見 非常勤 1 1

シミズ シンヤ 清水 進矢 非常勤 1 1

２．理事

代表理事・外部理事は、その者の「代表理事」「外部理事」の欄に「レ」を記載してください。 

フリガナ（姓/名） 氏名（姓/名）
常勤
非常勤

代表
理事

外部
理事 16

サイダ シゲヒロ 齋田 成広 非常勤 1

ヤスダ ヒロシ 安田 裕 非常勤 1

マキタ モリヒロ 牧田 守弘 非常勤 1

クボタ ユタカ 久保田 隆 非常勤 レ 1

アサイ マサヒロ 浅井 雅広 非常勤 1

マツノ ヤスシ 松野 靖 非常勤 1

ハヤシ トシヤ 林 敏也 非常勤 1

タケダ ノリコ 武田 則子 非常勤 1

モリオカ エイジ 森岡 映二 非常勤 1

カトウ ケンジ 加藤 賢二 非常勤 レ 1

ヨシカワ タカユキ 吉川 隆之 非常勤 1

オオバ シュンイチ 大庭 俊一 非常勤 1

クボタ ケンイチ 窪田 賢一 非常勤 レ 1

オオタニ ユウキ 大谷 裕紀 非常勤 レ 1

タニグチ セイシン 谷口 成伸 非常勤 レ 1



タナカ ヒサシ 田中 尚 常勤 1

３．監事

外部監事は、その者の「外部監事」の欄に「レ」を記載してください。

フリガナ（姓/名） 氏名（姓/名）
常勤
非常勤

外部
監事 2

スズキ タカヒロ 鈴木 貴博 非常勤 1

ウンノ レイコ 海野 禮子 非常勤 レ 1



令和７年度事業報告書

（公益財団法人 静岡県生活衛生営業指導センター）

生活衛生関係営業（以下「生衛業」という｡)の経営健全化及び振興により、衛生水準を維持向上

させ、利用者や消費者の利益の擁護を図ることを目的として以下の事業を実施した。

１ 国・県補助事業(名称：生活衛生関係営業衛生確保等指導費)

（１）相談指導事業

ア 中央相談指導事業

生衛業者、一般消費者・利用者の相談や要望に対応するため、静岡県生活衛生営業指導セ

ンター（以下「指導センター」という｡)相談室において、生衛業者への経営相談、経営上必

要となる開業資金や設備資金等の融資相談、消費者の苦情等に関する相談指導を行った。

・融資申込実績: 一般貸付：74 件 ９億 9,684 万円 振興貸付：99件 ７億 3,392 万円

イ 出張相談指導事業

生衛業者の相談や要望により広く対応するため、食品衛生協会が開催する「食品衛生責任

者養成講習会」や生衛業者が実施する会合等の開催場所に出向いて行う融資相談、生衛業者

の施設へ訪問して指導を行った。

（ア） 食品衛生責任者養成講習会等の出張相談

(イ） 訪問指導

ウ 生活衛生関係経営改善資金融資等指導事業

日本政策金融公庫融資の利用促進を図るため、相談指導業務を行った。

また、 各生活衛生同業組合（以下「生衛組合」という｡)、日本政策金融公庫、当指導セン

ター三者による「融資説明会」を開催して、情報の共有化を図るとともに、連携して経営特

別相談員の活動を指導・支援した。

融資相談 経営相談 衛生相談 税務相談 苦情相談 その他 計

172 件 57 件 ６件 １件 ４件 35件 275 件

実施回数(延べ人員) 相 談 内 容 及 び 件 数

36 回（36 人） 融資 74 件､税務 3 件､衛生 2 件､経営 34 件､その他 27 件(合計 140 件)

実施回数（延べ人員） 相 談 内 容 及 び 件 数

81施設（81 人） 融資 47件、経営 28件、その他 6件（合計 81件）

経営特別相談員による融資相談件数（日数）
融資説明会の開催

（各生衛組合事務局、日本公庫、センター）

79 件(79 日) 令和 7年 8月 7日



エ 生衛業再生特別支援事業

相談指導業務の中で、経営状態によって必要と判断した事案に対しては、経営の健全性を

確保するため、中小企業診断士による支援を行った。

指導件数：4件

オ 分野調整事業

大企業等の事業進出による既存生衛業者との紛争を解決するための調査、調整等を行う事

業であるが、当事者間の調整等を行うような事案の発生はなく、事案の発生に備え、静岡県

分野調整事業協議会を開催し、他県の事例に基づく検討や生衛業に関する現状等情報交換を

実施した。

（２）情報化整備事業

日本政策金融公庫の融資関係情報や指導センター主催の各種セミナー・研修会等の情報をホ

ームページ上に掲載した。

また、パソコン教室の主宰者をアドバイザーとして招いて「情報化委員会」を開催し、指導

センターや各生衛組合のＨＰや LINE、フェイスブック、インスタグラム等の SNS 活用による

広報等の取組について意見交換を行った。

（３）後継者育成支援事業

生衛業への理解と就業を支援するため、小・中・高校生や短大生などを対象としたインター

ンシップモデル事業を実施した。

協議会開催 協議内容等

令和 8年 1月 26 日

(会長 大坪檀ほか
おおつぼまゆみ

委員９名で構成)

調整事業にあたる事案はなく、静岡県ホテル旅館生衛組合専務

理事から「静岡県ホテル旅館業界を取巻く課題、能登半島地

震からの教訓及び取組」の説明を受け、委員間で情報共有を

図るとともに意見交換を行った。

委員会開催 主な議題 指導センター情報発信回数

令和 8年 1月 20 日
・生産性や収益力向上を図るた

めのデジタル化手法

・ホームページの現状課題

12 回更新

後継者育成支援協議会（理事長ほか委員９名で構成）

令和 7年 4月 22 日・令和 8年 3月 11 日の 2回開催

鮨 商 組 合：小･中学生及び親を対象とした寿司に関する講座、実技、体験等

（１か所開催、小中学 9名＋大人 5名）

料理業組合：専門学校・短大生を対象とした料理講習会 (2校開催、 生徒 51 名）

理 容 組 合：小学生を対象とした理容体験学習 （1校開催、児童 122 名）

美容業組合：小学生を対象とした美容講習会 （3校開催、 児童 185 名）



２ 静岡県単独補助事業(名称：生活衛生関係営業対策事業費)

（１）生活衛生関係営業対策事業

消費者ニーズの高度化・多様化等消費構造の変化に的確に対応し、生衛業の経営基盤の強化

を図るため、次の事業を行った。

ア サービス向上事業

（ア）センター事業

・生衛業に対し経営セミナーや研修会を開催した。

・消費者団体連盟と生衛業との意見交換会や勉強会を実施した。

（イ）組合事業

サービスの質を向上し、需要を開拓するため、「すしの日」・「映画の日」のキャンペー

ンや組合独自のＰＲ冊子の作成、また各種研修会等を行った。

イ 人材育成事業

（ア）センター事業

人材育成のためのＩＴを活用した研修会を開催した。

（イ）組合事業

組合員の技術向上のための講習会等を行った。

ウ 健康・環境対策事業

（ア）センター事業

栄養士会協力のもと、県民の健康維持・増進のため栄養バランスを考えた「健康な食事」

の普及啓発を目的に高校生等を対象に栄養講習会を実施した。

＊静岡県立熱海高校､静岡県立田方農業高校、静岡県立伊豆総合高校土肥分校、富士市立高

校、静岡県立清流館高校､静岡県立焼津水産高校､静岡県立静岡農業高校､静岡県立清水東

高校定時制、静岡市立清水桜ケ丘高校、静岡県立磐田農業高等学校(２講座)､静岡県立浜

松湖東高校、静岡県立浜北西高校

項 目 回 数 参加者

セミナー等 10 回 351 人

項 目 回 数 参加者

意見交換会 4回 160 人

実施組合
鮨商、麺類業、社交飲食業、料理業、食肉、映画興行、ホテル旅館、

クリーニング 合計８組合

講 座 名 回数 参加者

パソコン講座（デジタル・SNS 情報発信等） 12 回（県内 6地区） 延べ 60人

実施組合 飲食業、理容、美容業 合計３組合

項 目 回数等 参加者

栄養講習等
高 校 12 校 13 回（＊） 239 人

消費者 県内 50 か所 1,169 人



（イ）組合事業

組合が実施する健康入浴の取組に対する支援を実施した。

エ 効果検証・公表事業

当指導センターが実施する相談指導、研修等事業の効果的運営を図るため、外部委員によ

る事業評価委員会を開催して意見･提案等を伺い、審議結果を業務に反映させた。

（２）公衆衛生活動事業

生衛組合及び指導センターの情報収集、発信等を通して生衛業の活性化を図るため、次の

事業を行った。

ア 日本政策金融公庫資金融資に係る推薦事務及び指導

イ 各生衛組合及び指導センター役職員の研修会等への参加

ウ 広報紙「生衛しずおか」の発行、パンフレット等作成配布

エ 経営特別相談員の活動中の事故に備えた交通事故傷害保険への加入

・研修会：「生衛業経営セミナー」埼玉会場、愛知会場へ参加

３ 静岡県受託事業

（１）生活衛生営業指導業務委託事業

理容、美容業、映画興行、公衆浴場業及びクリーニングの５業種についての衛生水準の維

持向上を図るため、各生衛組合から推薦された生活衛生営業指導員による施設の構造設備及

び衛生管理に関する巡回指導を行った。 （単位：件）

( )内：令和 7年 3月 31 日現在営業許可施設数

４ 全国生活衛生営業指導センター受託事業

（１）経営特別相談員研修事業

経営特別相談員が経営や融資に関する情報を蓄積し、生衛業者の相談指導に適切に対応す

るため、研修会を開催した。

実施組合 公衆浴場業

評 価 委 員：会長 大坪檀(静岡産業大学特別教授) 他外部委員 5名
おおつぼまゆみ

開 催 日：令和 8年 3月 24 日

内 容：令和 7年度の事業内容及び進捗について説明し、評価を受けた。

結果の公表：指導センターホームページにて公表

融資推薦・指導 研修会等参加回数 広報紙等の作成配布 傷害保険加入

一般：74 件 2回
「生衛しずおか」

3,500 部発行

特相員全員加入

(51 名)

理 容

(2,068)

美 容 業

(5,266)

映画興行

(13)

公衆浴場業

(6)

クリーニング

（1,274）

合 計

(8,627)

810 823 4 4 115 1,756



研修内容：衛経の推薦事務に係る留意事項等、経営の近代化・合理化、労務管理、特相員の

役割と生衛組合を取り巻く環境

（２）景気動向調査事業

生衛業の健全な発展や融資制度の充実を図るため、生衛業者に対する景気動向調査を実施

した。 【6 月、9月、12 月、2月の 4回、12組合の調査対象 70施設へ調査票による調査】

事業内容：企業形態、業界全体の景気動向、設備投資の動向、経営上の問題点等の調査

（３）経営状況調査等調査事業

生衛業の健全な発展と経営の安定化を図り、今後の生衛業に対する諸施策を検討・提言し

ていくため、生衛業の経営状況調査を定期的に実施し、生衛業者に情報提供した。

【6月、9月、12月、2月の４回、調査対象施設(合計 70 施設)に対し調査票による調査】

事業内容：月次売上、原材料費、粗利益、平均客単価、人件費等の調査

また、8月 7日に衛生水準の確保向上に係る事務局説明会議と 10 月 31 日に衛生水準の確

保向上に係る推進会議を開催し、各生衛組合の行動計画策定を依頼した。

（４）標準営業約款登録事業(生衛法第 57条の 13)

消費者の店舗選択の利便(消費者の利益擁護)を図ることを目的として創設された登録制度

の浸透を図るため、次の事業を行った。

ア 標準営業約款の登録事務

対象業種（理容店、美容店、クリ―ニング店、麺類飲食店及び一般飲食店）の新規登録及び

更新登録（単位：件）

イ 普及啓発

５業種の標準営業約款登録制度について、一般消費者及び業界への周知を図るとともに、

業界と連携して新規登録者の掘り起しを行った。（登録店は厚生労働大臣が定めた基準に従

い、安全で衛生的な営業を行うとともに損害賠償保険への加入が義務付けられている。）

特相員数（令和 7年度） 研修会開催回数( 参加者数 )

51 人 1 回（7 月 30 日 静岡市 男女共同参画センター｢あざれあ｣25 人）

業 種
登録施設数

(年度当初)
新規登録 更新登録 登録抹消

登録施設数

(年度末)

理 容 業 774 0 11 6 768

美 容 業 24 0 6 4 20

クリーニング業
業 61 0 12 6 55

取次店 0 0 0 0 0

めん類飲食店営業 11 0 0 0 11

一般飲食店営業 21 0 0 4 17

計 891 0 29 16 871



（５）クリーニング師等研修事業(クリーニング業法第 8条の 2及び 3)

クリーニング師等資質の向上を図るため、厚生労働大臣が定めた基準に従い研修を行った。

（研修・講習とも３年を超えない期間ごとに受けなければならないと法で定めている。)

５ その他目的を達成するために必要な事業

生衛業界の活性化と事業の円滑な推進を図るため、各生衛組合や関係団体、県庁所管課、保健

所等との連携を密にし、情報収集や活用、情報の共有化に努めた。

また、叙勲、表彰の内申等の支援を行った。

令和 7年度表彰者数

６ 静岡生衛会館管理事業

生衛組合の円滑な運営や生営業の振興を図るため、共同の研修施設である静岡生衛会館を適正

に管理するとともに、研修室を貸し出し、生営業に係る研修事業を支援した。

令和 7年度の施設利用件数

７ 基金運営事業

共同の研修施設（静岡生衛会館）整備のために基金を設けており、定額の資金を運用して

いる。現在、基金の原資は 8,083,436円

・対象事業：共同の研修施設（静岡生衛会館）整備のための事業

・令和７年度は基金を活用した修繕工事（会館裏壁面パイプシャフトカバー修繕外２件）

修繕工事内訳

〇Sマーク（標準営業約款）の PR 街頭キャンペーン

・11 月 27 日、JR 静岡駅北口地下広場でパンフ、啓発グッズを配布

○静岡県消費者団体連盟発行「第 25回消費者フォーラム」冊子への広告掲載

〇静岡市食品衛生協会「食協ニュース」新年号への広告掲載

区分 クリーニング師研修 業務従事者講習会

開催回数 1回 3回

受講者数 116 人 111 人

種 別 叙勲・褒賞 厚生労働大臣 知 事 理事長感謝状

人 数 2人 3人 11 人 8 人

区 分 利用回数 前年比

第１研修室 60回 81.1％

第２研修室 18回 56.3％

会館裏手修繕費用 ２，６３０，００１円

パイプ管撤去補修工事費用 ３００，０００円

テント張替費用 ８３０，０００円

計 ３，７６０，００１円



８ 諸会議の開催

（１）理事会の開催

（２）評議員会の開催

年月日 場 所 主 な 付 議 案 件

7.5.27 静岡生衛会館

(第一研修室)

報告事項

(1)理事長等の職務執行状況の報告

議決事項

(1)令和 6年度事業報告書の承認

(2)令和 6年度計算書類の承認

(3)理事の役職の変更

(4)令和 7年度定時評議員会の開催の承認

7.6.20 静岡生衛会館

(第一研修室)

議決事項

・正副理事長の選任

8. 2.12 静岡生衛会館

(第一研修室)

報告事項

(1)理事長等の職務執行状況の報告

議決事項

(1)令和 7年度一般会計収支補正予算書の承認

(2)令和 8年度事業計画書の承認

(3)令和 8年度一般会計収支予算書及び生活衛生営業振興助成

交付金基金収支予算書の承認

(4)令和 8年度会費の賦課及び納入の承認

(5)令和 8年度賛助会員会費及び納入時期の承認

(6)令和 8年度役職員の報酬及び事務分掌の承認

(7)令和 8年度資金運用計画の承認

(8)令和 7年度臨時評議員会の開催の承認

年月日 場 所 主 な 付 議 案 件

7. 6.20 静岡生衛会館

(第一研修室)

報告事項

(1)令和 6年度事業報告

(2)令和 6年度資金運用報告

議決事項

(1)令和 6年度計算書類の承認

(2)役員等の選任

(3)役職員の事務分掌の変更

8. 3. 6 静岡生衛会館

(第一研修室)

報告事項

(1)理事長等の職務執行状況の報告

(2)令和 7 年度一般会計収支補正予算書

(3)令和 8 年度事業計画書



（３）監査会

（４）事務局会議及び日本政策金融公庫の融資説明会

（５）その他の会議・研修会

(4)令和8年度一般会計収支予算書及び生活衛生営業振興助成交付

金基金収支予算書

(5)令和 8 年度資金運用計画

議決事項

(1)令和 8 年度会費の賦課及び納入の承認

(2)令和 8 年度賛助会員会費及び納入時期の承認

(3)令和 8 年度役職員の報酬及び事務分掌の承認

年月日 場 所 監 査 内 容

7. 5.16 静岡生衛会館

(第一研修室)

・令和 6年度事業報告及び計算書類及びその付属明細書並び

に財産目録の監査

年月日 場 所 会 議 名

7. 8.7 静岡生衛会館

(第一研修室)

・事務局会議（令和 7年度静岡県生活衛生営業指導センターの

各事業等）

・融資説明会（生活衛生業者に対する融資制度等）

年月日 場 所 会 議 名

7.10.6 埼玉県

さいたま市

全国センター生衛業経営セミナー（パレスホテル大宮）

・指導センター職員 2名が参加。

7.10.23 愛知県

名古屋市

全国センター生衛業経営セミナー（ウインク愛知）

・指導センター役員 6名、職員 2名が参加。

7.11.4～25 県内８保健所

(賀茂･熱海･御殿

場･富士･東部･中

部･西部･静岡市)

｢生活衛生同業組合活動推進月間｣の 11 月に各保健所と生衛組

合各支部役員等との意見交換会を実施(参加者延べ 91名)



全体（一般会計＋基金） 　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)

予算額 決算額 増　減

6,000 15,125 ▲ 9,125
6,000 15,125 ▲ 9,125

    ②特定資産運用収入

　　　 特定資産利息収入 16,000 37,776 ▲ 21,776
16,000 37,776 ▲ 21,776

　　　 会費収入　　　　　　　　 1,456,000 1,456,000 0
　　　 受取賛助会費収入　　　　　　　　 380,000 380,000 0

1,836,000 1,836,000 0

　　　 県委託事業収入 650,000 650,000 0
　　　 全国センター受託事業収入 5,036,722 4,762,887 273,835

特相員研修委託事業収入 165,722 165,722 0
景気動向調査受託事業収入 700,000 700,000 0
標準営業約款登録事業収入 150,000 97,770 52,230
クリーニング師研修等事業収入 800,000 761,500 38,500
経営状況調査等受託事業収入 3,221,000 3,037,895 183,105

　　　　研修会館施設使用料収入 4,224,000 4,182,660 41,340
研修会館施設使用料収入(家賃) 3,684,000 3,684,000 0
研修会館施設使用料収入(電気料) 540,000 498,660 41,340

9,910,722 9,595,547 315,175
　　⑤補助金収入

　　　 国・県補助金収入 34,298,000 34,297,000 1,000
衛生確保等指導費補助金収入 22,808,000 22,807,000 1,000
営業対策事業補助金収入 11,000,000 11,000,000 0
公衆衛生活動事業補助金収入 490,000 490,000 0

34,298,000 34,297,000 1,000

　　　　受取利息収入 2,000 41,645 ▲ 39,645
77,000 4,224 72,776
79,000 45,869 33,131

46,145,722 45,827,317 318,405

   2　事業活動支出

  (1)事業費支出

　 ① 給料手当　

　　    経営指導員給与手当支出 9,187,200 9,187,200 0
　　    事務職員給与手当支出 1,703,316 1,703,316 0
　　    諸手当支出 6,217,967 5,898,142 319,825
　　    福利厚生費支出 2,699,713 2,664,195 35,518

19,808,196 19,452,853 355,343
　　② 相談指導事業費　　　

　   ア 相談等指導費　　　

　　　　旅費交通費支出　　　　　　　 116,000 149,270 ▲ 33,270
　　　　通信運搬費支出 144,000 154,482 ▲ 10,482
　　　　消耗品費支出 236,500 524,493 ▲ 287,993
　　　　印刷製本費支出 120,000 90,860 29,140
　　　　光熱水道費支出 192,000 170,686 21,314
　　　　借損料支出 144,000 137,610 6,390
　　　　諸謝金支出 120,000 110,800 9,200

1,072,500 1,338,201 ▲ 265,701

令和７年度収支決算書
（令和７年４月１日から令和８年３月31日）

科　　　　目 備　　　　　　　　考

Ⅰ　事業活動収支の部

　　1　事業活動収入

　　①基本財産運用収入

　　　 基本財産利息収入 基本財産の定期利息

     　基本財産運用収入合計　　　①

 
退職積立預金、研修等施設整備積立金の定期利息

　     特定資産運用収入合計　　　②

　　③会費収入

     　会費収入合計　            　　③

　　④事業収入

生活衛生営業指導業務委託事業

家賃、電気料

    　事業収入合計              ④

    　補助金収入合計　　　　⑤

　　⑥雑収入

普通預金口座利息(一般)

　　　　雑収入

    　雑収入合計　　　⑥

事業活動収入合計

常勤　月255,200円（7h/日）×3人

 〃    月141,943円（6h/日）×1人

通勤・期末・勤勉手当等

厚生年金保険料、健康保険料等

　　　人件費合計　　　①

郵便料、運搬料、電信電話料等

事務用品等消耗品

複写機リース料等

分野別調整等協議会委員報酬　

　　　相談指導費支出合計 　ア



予算額 決算額 増　減科　　　　目 備　　　　　　　　考

　　 イ 経営改善資金融資指導費

　　　　 旅費交通費支出 15,000 9,000 6,000
　　 　　諸謝金支出 33,000 42,900 ▲ 9,900 特別相談員謝金

48,000 51,900 ▲ 3,900
　　 ウ 再生特別支援事業費

　　　　 旅費交通費支出　　　　　　　 9,900 2,200 7,700
　　 　　諸謝金支出 210,000 200,000 10,000

219,900 202,200 17,700
　　 エ　情報化整備事業費

　　　　 旅費交通費支出　　　　　　　 3,000 700 2,300
　　　　 消耗品費支出 27,000 1,587 25,413
　　　 　借損料支出 341,000 340,956 44
　　　　 諸謝金支出 11,000 11,000 0
　　 　  委託料支出 200,000 192,060 7,940
　　 　  雑役務費支出 26,000 46,739 ▲ 20,739

608,000 593,042 14,958
　  オ　後継者育成支援事業費

　　　　旅費交通費支出 162,000 106,840 55,160
　　　　通信運搬費支出 33,040 1,990 31,050
　　　　消耗品費支出 549,200 808,150 ▲ 258,950
　　　　借損料支出 80,000 70,000 10,000
　　　　保険料支出 5,360 10,450 ▲ 5,090
　　　　諸謝金支出 222,000 168,000 54,000
　　　　雑役務費支出 0 4,570 ▲ 4,570

1,051,600 1,170,000 ▲ 118,400
3,000,000 3,355,343 ▲ 355,343

　③ 営業対策事業費

　　　　旅費交通費支出 400,000 572,350 ▲ 172,350
　　　　通信運搬費支出 300,000 310,388 ▲ 10,388
　　　　消耗品費支出 855,000 882,863 ▲ 27,863
　　　　印刷製本費支出 855,000 1,048,739 ▲ 193,739
　　　　借損料支出 300,000 387,230 ▲ 87,230
　　　　諸謝金支出 1,000,000 762,300 237,700
　　　　委託料支出 1,340,000 1,340,000 0
　　　　雑役務費支出 400,000 146,130 253,870

5,550,000 5,550,000 0
11,000,000 11,000,000 0

　④公衆衛生活動事業費　

　ア　研修・指導費支出

　　　　旅費交通費支出 300,000 128,640 171,360
　　　　通信運搬費支出 2,000 32,630 ▲ 30,630
　　　　消耗品費支出 5,000 0 5,000
　　　　借損料支出 3,000 0 3,000

310,000 161,270 148,730
　イ　広報事業費

　　　　消耗品費支出 165,000 374,110 ▲ 209,110
　　　　印刷製本費支出 257,170 349,800 ▲ 92,630
　　　　広告宣伝費支出 180,000 15,000 165,000
　　　　雑役務費支出 0 11,990 ▲ 11,990

602,170 750,900 ▲ 148,730
  ウ　共済事業費

　　　　保険料支出 67,830 67,830 0
67,830 67,830 0

980,000 980,000 0
　⑤営業指導業務委託事業費

　　　　旅費交通費支出 650,000 525,000 125,000
　　　　雜役務費支出 0 101,540 ▲ 101,540

650,000 626,540 23,460

特別相談員旅費

経営改善資金融資指導費支出合計　イ

中小企業診断士謝金

       再生特別支援事業費支出合計　ウ

東京コンピューターサービス保守等

PCウイルス対策等

　　　情報化整備事業費支出合計　エ

協議会委員旅費交通費

事務用品等消耗品

会場費

　

振込手数料

　　 後継者育成支援事業費支出合計　オ

　　 相談指導費支出合計　　　②

講師等旅費

郵便料、運搬料、電信電話料等

事務用品等消耗品

講演会資料印刷代等

会場費

講師謝金

県栄養士会外食活用推進事業委託

　　　　組合助成金支出 12生衛組合に対する助成金

➂　　 営業対策事業費支出合計　　　

研修旅費

　　　 研修・指導費支出合計　ア

事務用品、広報用品等消耗品

「生衛しずおか」の発行等

広告掲載料

　　　広報事業費支出合計　イ

経営特別相談員傷害保険

　　　共済事業費支出合計　ウ

　　公衆衛生活動事業費支出合計     ④

生活衛生営業指導員旅費等

5生衛組合への調査事務手数料

　営業指導委託事業費支出合計　　⑤



予算額 決算額 増　減科　　　　目 備　　　　　　　　考

　⑥全国センター受託事業費

　ア 経営特別相談員研修事業

　　　　旅費交通費支出 25,740 25,740 0
　　　　通信運搬費支出 19,675 19,675 0
　　　　消耗品費支出 79,923 79,923 0
　　　　印刷製本費支出 34,484 34,484 0
　　　　借損料支出 5,900 5,900 0

165,722 165,722 0
　イ　景気動向調査事業

　　　　旅費交通費支出 347,000 69,000 278,000
　　　　通信運搬費支出 95,000 0 95,000
　　　　消耗品費支出 120,000 70,000 50,000
　　　　諸謝金支出 138,000 138,000 0 調査員謝金

　　　　雑役務費支出 0 550 ▲ 550

700,000 277,550 422,450
  ウ 標準営業約款登録事業費
　　　　旅費交通費支出 34,000 15,080 18,920
　　　　通信運搬費支出 20,000 0 20,000
　　　　消耗品費支出 8,000 4,434 3,566
　　　　諸謝金支出 20,000 18,000 2,000 審査委員謝金
　　　　広告宣伝費支出 20,000 0 20,000
　　　　全国センター納付金支出 30,000 24,480 5,520
　　　　雑役務費支出 18,000 14,960 3,040

150,000 76,954 73,046
　エ クリーニング師研修等事業費
　　　　旅費交通費支出 220,000 129,820 90,180
　　　　通信運搬費支出 80,000 3,201 76,799
　　　　消耗品費支出 33,000 16,421 16,579
　　　　印刷製本費支出 20,000 0 20,000
　　　　借損料支出　　　　　　　　 140,000 143,020 ▲ 3,020
　　　　諸謝金支出 277,000 280,000 ▲ 3,000
　　　　雑役務費支出　　　　　　　　 30,000 12,840 17,160

800,000 585,302 214,698

　　　　旅費交通費支出 190,000 51,660 138,340
　　　　通信運搬費支出 580,000 281,974 298,026
　　　　消耗品費支出 521,000 86,763 434,237
　　　　印刷製本費支出 120,000 139,840 ▲ 19,840
　　　　借損料支出 270,000 174,240 95,760
　　　　諸謝金支出 130,000 122,958 7,042
　　　　租税公課支出 10,000 400 9,600
　　　　委託料支出 1,300,000 1,260,000 40,000
　　　　雑役務費支出 100,000 3,390 96,610

3,221,000 2,121,225 1,099,775

5,036,722 3,226,753 1,809,969
　⑦研修会館支援事業費　
　　　  消耗品費支出 30,000 51,590 ▲ 21,590
　　　  修繕費支出 1,600,000 1,561,620 38,380
　　　  光熱水道費支出 753,000 753,817 ▲ 817
　　　  借損料支出 375,000 409,427 ▲ 34,427
　　　  保険料支出 400,000 358,250 41,750
　　　  租税公課支出 480,000 425,700 54,300
　　　  委託料支出 1,502,000 1,513,776 ▲ 11,776
　　　  協力金支出 200,000 200,000 0
　　　　雑役務費支出　　　　　　　　 90,916 15,400 75,516

5,430,916 5,289,580 141,336
　⑧研修会館整備費支出

　　　  修繕費支出 3,760,001 3,760,001 0

3,760,001 3,760,001 0

　⑨交付金基金管理費支出

　　　  消耗品費支出 14,000 0 14,000

14,000 0 14,000
　事業費支出計　①～⑨ 49,679,835 47,691,070 1,988,765

旅費交通費

郵便料、運搬料

事務用品等消耗品

研修会資料作成費等

会場借上料等

経営特別相談員研修事業支出合計　ア

調査員旅費交通費

郵便料、運搬料

事務用品等消耗品

生衛業景気動向調査事業支出合計　イ

審査委員旅費交通費 
郵便料、運搬料
事務用品等消耗品

周知活動費
全国センターへの納付金
5生衛組合への約款事務手数料等

標準営業約款登録事業費支出合計　ウ

講師等旅費交通費
郵便料、運搬料

会場借上料等
講師謝金
クリーニング組合への事務手数料

クリーニング師研修等事業費支出合計　エ

　オ　生衛業経営状況・衛生水準等事業

衛生水準確保・向上推進会議旅費等

資料作成費等
会場使用料

中小企業診断士協会への委託

経営状況・衛生水準等事業支出合計　オ

全国センター受託事業費支出合計　⑥

会館防災消耗品等
エアコン、トイレ修繕等
光熱水道費
マット・空調機器リース料等
保険料(火災、地震)
固定資産税等
昇降機・給排水設備・防災設備点検、清掃委託等

２組合

　生衛業研修支援事業費支出合計　⑦

会館裏手パイプ撤去、シャフトカバー修繕等

　　　研修会館整備費支出合計　⑧

　　　交付金基金管理費支出合計　⑨



予算額 決算額 増　減科　　　　目 備　　　　　　　　考

　(2)管理費支出　　　　　　

　①役員報酬

　　　  役員報酬支出 562,000 576,782 ▲ 14,782

562,000 576,782 ▲ 14,782

　　　  旅費交通費支出 115,000 103,260 11,740
　　　　諸謝金支出 155,000 141,000 14,000 理事謝金等

270,000 244,260 25,740
　③一般管理費　　　　　　

　　　  旅費交通費支出 18,000 1,300 16,700
　　　  通信運搬費支出 70,000 36,615 33,385
　　　  消耗品費支出 56,710 16,735 39,975
　　　  修繕費支出 10,000 0 10,000
　　　  印刷製本費支出 20,000 22,110 ▲ 2,110
　　　  光熱水道費支出 5,000 0 5,000
　　　  借損料支出 10,120 0 10,120
　　　  保険料支出 6,000 9,810 ▲ 3,810 自転車保険料

　　　　諸謝金支出 10,000 0 10,000
　　 　 租税公課支出 146,700 147,200 ▲ 500
　　　  負担金支出 29,600 17,600 12,000
　　　  雑役務費支出 100,000 61,511 38,489
　　　  渉外費支出 180,000 203,500 ▲ 23,500

662,130 516,381 145,749

1,494,130 1,337,423 156,707

51,173,965 49,028,493 2,145,472

▲ 5,028,243 ▲ 3,201,176 ▲ 1,827,067
Ⅱ　投資活動収支の部

　1　投資活動収入

　①固定資産売却収入

　　　　什器備品売却収入 0 0 0
　②特定資産取崩収入

　　　　研修等施設整備積立預金取崩収入 3,760,001 3,760,001 0

3,760,001 3,760,001 0
　2　投資活動支出

　①固定資産取得支出

　　　　研修施設積立金取得支出 0 0 0
　　　　備品購入支出 0 0 0
　②特定資産取得支出

　　　　退職給付引当金費用支出 99,360 99,360 0

99,360 99,360 0

3,660,641 3,660,641 0

49,905,723 49,587,318 318,405

51,273,325 49,127,853 2,145,472

▲ 1,367,602 459,465 ▲ 1,827,067

21,642,865 21,642,865 0

20,275,263 22,102,330 ▲ 1,827,067

　　役員報酬支出合計　①

　②会議費

理事旅費交通費

　　会議費支出合計　②

市県民税等

各種年会費(社保、青少年等)

振込手数料、諸費

慶弔費等

　   一般管理費合計　③

　　 管理費支出合計　①～③

事業費・管理費支出合計

事業活動収支差額

投資活動収入合計　１＝①＋②

　　　　投資活動支出計　２＝①＋②

投資活動収支差額　１-２

当期収入合計

当期支出合計

当期収支差額

前期繰越収支差額

次期繰越収支差額



全体（一般会計＋基金）          （単位：円）

当年度 前年度 増　減
Ⅰ　一般正味財産増減の部

１　経常増減の部
経常収益
基本財産運用益 15,125 4,266 10,859
　基本財産受取利息 15,125 4,266 10,859
特定資産運用益 37,776 9,874 27,902
　特定資産受取利息 37,776 9,874 27,902
受取会費 1,836,000 1,866,000 ▲ 30,000
　受取会費 1,456,000 1,456,000 0
　受取賛助会費 380,000 410,000 ▲ 30,000
事業収益 9,595,547 10,024,476 ▲ 428,929
　県委託事業収入 650,000 683,000 ▲ 33,000
　全国センター受託事業収入 4,762,887 5,128,546 ▲ 365,659
　　特相員研修委託事業収入 165,722 186,462 ▲ 20,740
　　景気動向調査受託事業収入 700,000 700,000 0
　　標準営業約款登録事業収入 97,770 95,760 2,010
　　クリーニング師研修等事業収入 761,500 942,000 ▲ 180,500
　　経営状況調査等受託事業収入 3,037,895 3,204,324 ▲ 166,429
　研修会館施設使用料収入 4,182,660 4,212,930 ▲ 30,270
　　研修会館施設負担金収入(家賃) 3,684,000 3,684,000 0
　　研修会館施設使用料収入(電機料) 498,660 528,930 ▲ 30,270
受取補助金 34,297,000 34,832,000 ▲ 535,000
　生活衛生指導助成事業補助金 22,807,000 23,342,000 ▲ 535,000

11,000,000 11,000,000 0
　公衆衛生活動事業補助金 490,000 490,000 0
受取負担金 0 0 0
　賛助会費負担金 0 0 0
雑収益 45,869 88,286 ▲ 42,417
　受取利息 41,645 11,074 30,571
　雑収益 4,224 77,212 ▲ 72,988
経常収益計 45,827,317 46,824,902 ▲ 997,585
経常費用
事業費 48,101,012 43,956,345 4,144,667
　役員報酬 576,782 554,612 22,170
　給料手当 15,328,107 16,050,921 ▲ 722,814
　　給料手当 9,429,965 9,445,095 ▲ 15,130
　　諸手当 5,898,142 6,605,826 ▲ 707,684
　退職給付費用 91,411 178,048 ▲ 86,637
　福利厚生費 2,477,703 2,664,812 ▲ 187,109
　旅費交通費 1,785,300 2,525,985 ▲ 740,685
　通信運搬費 804,340 817,266 ▲ 12,926
　減価償却費 1,388,792 1,422,483 ▲ 33,691
　消耗品費 2,900,334 2,205,801 694,533
　修繕費 5,321,621 694,936 4,626,685
　印刷製本費 1,663,723 1,909,772 ▲ 246,049
　光熱水道費 924,503 934,589 ▲ 10,086
　借損料 1,668,383 1,211,989 456,394
　保険料 436,530 455,970 ▲ 19,440
　諸謝金 1,853,958 1,768,330 85,628

正味財産増減計算書
 （令和７年４月1日から令和８年３月31日まで）

科　　　　目

  生活衛生関係営業対策事業補助金



　租税公課 426,100 426,100 0
　組合助成金 5,550,000 5,550,000 0
　委託料 4,305,836 3,864,056 441,780
　広告宣伝費 15,000 35,000 ▲ 20,000
　研修施設維持協力費 200,000 200,000 0
　全国センター納付金 24,480 25,920 ▲ 1,440
　雑役務費 358,109 459,755 ▲ 101,646
管理費 2,545,215 2,697,533 ▲ 152,318
　給料手当 1,460,551 1,445,421 15,130
　　給料手当 1,460,551 1,445,421 15,130
　退職給付費用 7,949 15,482 ▲ 7,533
　福利厚生費 186,492 200,577 ▲ 14,085
　旅費交通費 104,560 253,440 ▲ 148,880
　通信運搬費 36,615 36,014 601
　減価償却費 129,582 130,654 ▲ 1,072
　消耗品費 16,735 30,088 ▲ 13,353
　印刷製本費 22,110 53,570 ▲ 31,460
　借損料 0 1,960 ▲ 1,960
　保険料 9,810 9,980 ▲ 170
　諸謝金 141,000 0 141,000
　租税公課 147,200 72,200 75,000
　支払負担金　 17,600 29,600 ▲ 12,000
　雑役務費 61,511 60,747 764
　渉外費 203,500 357,800 ▲ 154,300
経常費用計 50,646,227 46,653,878 3,992,349
当期経常増減額 ▲ 4,818,910 171,024 ▲ 4,989,934

2  経常外増減の部
(1) 経常外収益

　過年度修正益 0 0 0
経常外収益計 0 0 0

(2) 経常外費用
固定資産除却損 4 0 4
経常外費用計 4 0 4
　　当期経常外増減額 △ 4 0 ▲ 4
　　当期一般正味財産増減額 ▲ 4,818,914 171,024 ▲ 4,989,938
　　一般正味財産期首残高 119,600,907 119,429,883 171,024
　　一般正味財産期末残高 114,781,993 119,600,907 ▲ 4,818,914

Ⅱ　指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 5,500,000 5,500,000 0
指定正味財産期末残高 5,500,000 5,500,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高 120,281,993 125,100,907 ▲ 4,818,914



全体（一般会計＋基金）           （単位：円）

当年度 前年度 増　減

Ⅰ　資　産　の　部

１　流　動　資　産

 普通預金 20,784,334 20,766,458 17,876

 未収金 4,199,000 4,200,000 ▲ 1,000

 前払金 30,470 10,030 20,440

流　動　資　産　合　計 25,013,804 24,976,488 37,316

２　固　定　資　産

基本財産 5,500,000 5,500,000 0

　定期預金 5,500,000 5,500,000 0

特定資産 10,418,396 14,079,037 ▲ 3,660,641

　退職給与引当預金 2,334,960 2,235,600 99,360

  研修等施設整備積立金 8,083,436 11,843,437 ▲ 3,760,001

　その他の固定資産 84,596,227 86,114,605 ▲ 1,518,378

　土地 57,000,000 57,000,000 0

　建物 27,272,440 28,696,420 ▲ 1,423,980

　建物付属設備 243,785 338,179 ▲ 94,394

　什　器　備　品 1 5 ▲ 4

　ソフトウェア 1 1 0

　電話加入権 80,000 80,000 0

固　定　資　産　合　計 100,514,623 105,693,642 ▲ 5,179,019

資　産　合　計 125,528,427 130,670,130 ▲ 5,141,703

Ⅱ　負　債　の　部

１　流　動　負　債

未　払　金 2,911,474 3,294,283 ▲ 382,809

預　り　金 0 39,340 ▲ 39,340

流　動　負　債　合　計 2,911,474 3,333,623 ▲ 422,149

２　固　定　負　債 0

退職給与引当金 2,334,960 2,235,600 99,360

固  定  負  債  合  計 2,334,960 2,235,600 99,360

負　債　合　計 5,246,434 5,569,223 ▲ 322,789

Ⅲ　正　味　財　産　の　部

1　指定正味財産 5,500,000 5,500,000 0

（うち基本財産への充当額） (5,500,000) (5,500,000) 0

（うち特定資産への充当額） (0) (0) 0

2　一般正味財産 114,781,993 119,600,907 ▲ 4,818,914

（うち基本財産への充当額） (0) (0) 0

（うち特定資産への充当額） (8,083,436） (11,843,437） 3,760,001

正味財産合計 120,281,993 125,100,907 ▲ 4,818,914

負債及び正味財産合計 125,528,427 130,670,130 ▲ 5,141,703

貸　借　対　照　表
（令和８年３月31日現在）

科        目



(単位:円)

場所・物量等 使用目的等 金　　額

　１　流 動 資 産

普通預金 普通預金　静岡銀行呉服町支店 20,784,334

一般会計（県補助金・県委託料）運転資金として 6,148,543

生衛会館 運転資金として 5,728,910

営業標準約款 運転資金として 1,387,036

クリーニング師研修 運転資金として 6,814,095

基金 運転資金として 705,750

未収金 4,199,000

       静岡県 生衛関係営業対策事業費補助金 3,300,000

       静岡県 生衛関係営業衛生確保等指導費補助金 899,000

前払金 30,470

 通勤手当１か月分 30,470

25,013,804

　２  固 定 資 産

　　基本財産 5,500,000

定期預金 定期預金 静岡銀行 呉服町支店 5,500,000

　　特定資産 10,418,396

　     退職給与引当預金 定期預金 静岡銀行 呉服町支店 職員の退職金支払の財源として積立 2,334,960

研修等施設整備積立金 定期預金 静岡銀行 呉服町支店 大規模修繕等の備えとして積立 8,083,436

　　その他の固定資産 84,596,227

土地 57,000,000

建物 27,272,440

建物付属設備 同上建物の付属設備 243,785

什器備品 パソコン他 1

ソフトウエア 会計ソフト 1

電話加入権 ２回線 80,000

100,514,623

125,528,427

Ⅱ　負債の部

　１　流 動 負 債

      未払金 消耗品費、印刷製本等 2,911,474

預り金 退職者社会保険料 0

2,911,474

　２　固 定 負 債

　　　退職給与引当金 定期預金 静岡銀行 呉服町支店 職員の退職金支払に備えたもの 2,334,960

2,334,960

5,246,434

120,281,993

 財　　産　　目　　録
（令和８年３月31日現在）

全体（一般会計+基金）

貸借対照表科目

Ⅰ　資産の部

流動資産合計

固定資産合計

資　産　合　計

　                 流動負債合計

固定負債合計

負　債　合　計

Ⅲ　正 味 財 産 の 部　

静岡市葵区常磐町3-3-9　　　
宅地145.66㎡

公益目的保有財産(62.1%)、公
益目的事業以外（37.9％）で
あり、按分して使用

同上地上建物鉄骨造陸屋根６
階建
総床面積553.06㎡

公益目的保有財産(62.1%)、公
益目的事業以外（37.9％）で
あり、按分して使用









２　令和８年度予算

自　令和８年4月01日（単位：千円）

至　令和９年3月31日（単位：千円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　

1

(1) 48,164 44,636 3,528

17 22 △ 5

17 22 △ 5

1,836 1,756 80

1,836 1,756 80

11,024 7,947 3,077

11,024 7,947 3,077

35,208 34,832 376

35,208 34,832 376

0 0 0

0 0 0

79 79 0

79 79 0

(2) 49,679 46,219 3,460

47,018 43,502 3,516

688 562 126

16,333 16,135 198

225 104 121

2,628 2,579 49

2,641 2,831 △ 190

1,598 1,221 377

1,374 1,438 △ 64

2,657 2,423 234

150 150 0

1,355 1,395 △ 40

945 940 5

1,679 1,509 170

480 488 △ 8

2,156 1,654 502

530 480 50

410 30 380

200 200 0

200 200 0

5,550 5,550 0

4,092 3,042 1,050

927 571 356

200 0 200

2,661 2,717 △ 56

1,555 1,438 117

20 8 12

202 194 8

125 288 △ 163

35 70 △ 35

140 145 △ 5

収　　支　　予　　算　　書

科　　　目

一 般 正 味 財 産 増 減 の 部

経 常 増 減 の 部

経 常 収 益

特 定 資 産 運 用 益

特 定 資 産 受 取 利 息

受 取 会 費

受 取 会 費

事 業 収 益

事 業 収 益

受 取 補 助 金 等

受 取 県 補 助 金

受 取 負 担 金

受 取 負 担 金

雑 収 益

雑 収 益

経 常 費 用

事 業 費

役 員 報 酬

給 料 手 当

退 職 給 付 費 用

福 利 厚 生 費

旅 費 交 通 費

通 信 運 搬 費

減 価 償 却 費

消 耗 品 費

修 繕 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 料 費

賃 借 料

保 険 料

諸 謝 金

租 税 公 課

全 国 セ ン タ ー 支 払 手 数 料

広 告 宣 伝 費

研 修 支 援 事 業 協 力 金

生 同 組 合 事 業 助 成 金

委 託 費

雑 費

臨 時 雇 用 賃 金

管 理 費

給 料 手 当

退 職 給 付 費 用

福 利 厚 生 費

旅 費 交 通 費

通 信 運 搬 費

減 価 償 却 費



当年度 前年度 増減

29 57 △ 28

30 30 0

10 20 △ 10

10 35 △ 25

10 13 △ 3

10 6 4

114 30 84

73 73 0

18 30 △ 12

280 280 0

△ 1,515 △ 1,583 68

2

(1) 0 0 0

(2) 0 0 0

0 0 0

△ 1,515 △ 1,583 68

130,074 130,074 0

128,559 128,491 68

Ⅱ

0 0 0

5,500 5,500 0

5,500 5,500 0

Ⅲ 134,059 133,991 68

科　　　目

消 耗 品 費

修 繕 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 料 費

賃 借 料

保 険 料

諸 謝 金

租 税 公 課

支 払 負 担 金

雑 費

当 期 経 常 増 減 額

経 常 外 増 減 の 部

経 常 外 収 益

経 常 外 費 用

当 期 経 常 外 増 減 額

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額

一 般 正 味 財 産 期 首 残 高

一 般 正 味 財 産 期 末 残 高

指 定 正 味 財 産 増 減 の 部

当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額

指 定 正 味 財 産 期 首 残 高

指 定 正 味 財 産 期 末 残 高

正 味 財 産 期 末 残 高


